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【2025年最新】障害者雇用促進法の改正点 

障害者雇用促進法は、事業主に対して一定の割合で障害者の雇用を義務付ける法律です。

障害者の職業生活における自立を促すための職業リハビリテーション推進や、差別の禁止、

合理的配慮の提供義務などを定めています。 

障害者雇用促進法のもととなったのは、1960年に制定された「身体障害者雇用促進法」

です。当初は、雇用の対象を身体障害者に限定するものでしたが、何度も法改正を重ねて

対象者の範囲を拡大し、現行法となりました。 

現在では、主に障害者雇用率の向上を課題として、定期的な法改正が行われています。 

障害者雇用促進法で規定される法定雇用率は、障害者雇用の現状や推移などを考慮して、

少なくとも 5年ごとに設定し直されることとなっています。 

２０２５年４月以降は民間企業の雇用率が従来の 2.3％から 2.5％に引き上げられます。 

2026年には下記の通り、さらに引き上げられることが決定しています。 

民間企業：2.7%、国・地方公共団体：3.0%、都道府県等の教育委員会：2.9% 

精神障害者である短時間労働者の算定方法に係る特例措置の延長 

「精神障害者である短時間労働者の算定方法に係る特例措置」とは、法定雇用率や障害

者雇用納付金の額などの算定において、週所定労働時間が 20時間以上 30時間未満の精

神障害者を本来なら「0.5 人」としてカウントするところ、一定の条件を満たす場合に

「1人」としてカウントできる制度です。 

精神障害者の職場定着率は、週 20～30 時間の短時間勤務の場合が最も高く、かつ知

的障害者に比べて就職後に 30 時間以上勤務の労働に移行する割合が高いというデータが

あることから、職場定着を促進する観点で設定、延長されました。 

※ 事務局より：障害者雇用促進法改正の話題提供者は名家連会長/池山豊子氏 

令和 7年 10月 3日（金） 

発行：特定非営利活動法人  

名古屋市精神障害者家族会連合会 

会 長  池山 豊子 

TEL/FAX(052)846-5576  NO.1061号 
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